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はじめに
トヨタの労使関係の理念は､ 1962 年 2 月
の ｢労使宣言｣ と 1996 年 1 月の ｢21 世紀に
向けた労使の決意｣ (以下 ｢労使の決意｣ と







また ｢労使の決意｣ は､ ｢労使関係は､ 相
互信頼と相互責任を基盤とする｣ とあるよう






の労働組合1 (以下 ｢組合｣ とする) は､ ト
ヨタがグローバル企業として成長するために､
一つの役割を果たしてきた｡ この点について､







さらに 2000 年から 2007 年にかけてトヨタ
は海外生産を大きく増加させている｡ 2000
年の海外生産は約 175万 1,000 台であったが､
2007 年には約 430 万 8,600 台とわずか 7 年
で生産台数を約 2.5 倍にしているのである｡
また､ トヨタは 2000 年 7 月から国際競争
力を強化するために CCC213を展開し､ さら







例えば､ 1999 年まで掲げてきた ｢組合員
の更なる活力につながる労働条件の向上を目













に､ 2000 年以降のトヨタの状況､ 特に海外
生産と海外進出の状況についてみておきたい｡






2010 年 12 月
生産台数をみたものである｡ 2009 年には
2008 年 9 月以降の金融危機に端を発した世
界不況の影響を受け､ 大幅な減産によって生




国内生産では 2000 年において約 342 万
9,000 台であったが､ 2007 年には約 422 万
5,000 台となり､ 海外生産では同じように約
175 万 1,000 台であったのが約 430 万 8,000
台となっている｡











2000 年の生産台数を 100 とし､ その後の
生産台数の推移をみたものが表 2である｡ こ
れをみると､ トヨタは 2007 年には国内と海
外での生産台数の合計 (｢グローバル生産｣)




また､ 海外生産は 2000 年と比較して､
2007 年には 246.0 となっている｡ 2002 年か
ら 2003 年にかけては 122.8 から 146.1､ そし
て 2004 年には 203.9 となり､ 2004 年が海外
生産での飛躍の年となっている｡
いずれにせよ､ わずか 7年の間に海外生産
は約 2.5 倍にまで拡大しているのである｡ ト
ヨタは 1990 年代後半から主にアメリカを中
心として海外に進出してきたが､ これまでみ
てきたように､ トヨタは 2000 年に入るとさ
らに海外進出を進め､ 海外での生産を飛躍的
に拡大していったことをみることができる｡











国内 (A) 海外 (B) 北米 (C) 合計 (D) (A＋B) B/D (％) C/B (％)
2000 年 3,429.2 1,751.3 1,104.0 5,180.5 33.8 63.0
2001 年 3,354.4 1,780.3 1,088.5 5,134.7 34.7 61.1
2002 年 3,485.2 2,150.5 1,205.3 5,635.7 38.2 56.0
2003 年 3,520.3 2,558.0 1,278.4 6,078.3 42.1 50.0
2004 年 3,680.9 3,042.7 1,444.0 6,723.7 53.1 40.4
2005 年 3,789.6 3,571.2 1,535.1 7,360.9 48.5 43.0
2006 年 4,194.2 3,899.0 1,519.3 8,093.2 48.2 39.0
2007 年 4,226.1 4,308.6 1,636.9 8,534.7 50.5 38.0
2008 年 4,012.1 4,198.4 1,404.8 8,210.5 51.1 33.5
2009 年 2,792.2 3,579.0 1,189.1 6,371.3 56.2 33.2






表 4 は､ 2000 年からのトヨタの主な海外
進出状況をまとめたものである｡ 2003 年か
ら 2006 年の間に 15 の工場で生産を開始して
いる (3 工場は委託生産である)｡ そして､
ヨーロッパ､ 中国へ多く進出していることが
わかるであろう｡








終的に達するのは､ TFIM (中国) が 2008
年の生産能力の拡張した年である｡
つまり､ 表 5は 2003 年から 2008 年までの
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表 3 地域別の生産台数の推移
北米 (C) ヨーロッパ アジア その他 世界生産
合 計生産台数 (％) 生産台数 (％) 生産台数 (％) 生産台数 (％)
2000 年 1,104.0 63.0 188.1 10.7 269.8 15.4 189.4 10.8 1,751.3
2001 年 1,088.5 61.1 219.5 12.3 282.7 15.9 189.6 10.6 1,780.3
2002 年 1,205.3 56.0 383.6 17.8 371.8 17.3 189.8 8.8 2,150.5
2003 年 1,278.4 50.0 466.1 18.2 548.4 21.4 265.1 10.4 2,558.0
2004 年 1,444.0 47.7 582.5 19.3 717.0 23.7 281.2 9.3 3,024.7
2005 年 1,535.1 43.0 638.1 17.9 1,029.2 28.8 368.8 10.3 3,571.2
2006 年 1,519.3 39.0 808.8 20.7 1,137.7 29.2 433.2 11.1 3,899.0
2007 年 1,636.9 38.0 806.5 18.7 1,387.3 32.2 477.9 11.1 4,308.6
2008 年 1,404.8 33.5 688.3 16.4 1,590.0 37.9 515.3 12.3 4,198.4
2009 年 1,189.1 33.2 507.3 14.2 1,501.4 42.0 381.2 10.7 3,579.0
(出所) トヨタ自動車株式会社広報部 『トヨタの概要 2010』､ 2010 年､ 18 ページより作成した｡
(注) 表中 (％) は､ ｢世界生産合計｣ に占める割合を意味している｡
表 2 トヨタの生産台数拡大の推移
国内 (A) 海外 (B) 北米 (C) 合計 (D) (A＋B)
2000 年 100.0 100.0 100.0 100.0
2001 年 97.8 101.7 98.6 99.1
2002 年 101.6 122.8 109.2 108.8
2003 年 102.7 146.1 115.8 117.3
2004 年 107.3 203.9 130.8 129.8
2005 年 110.5 203.9 139.0 142.1
2006 年 122.3 222.6 137.6 156.2
2007 年 123.2 246.0 148.3 164.7
2008 年 117.0 239.7 127.2 158.5









表 4 2000 年以降のトヨタの主な海外進出
北 米
2003 年 Toyota Motor Manufacturing Alabama, Inc. (TMMAL) (アメリカ)
2004 年 Toyota Motor Manufacturing de Baja California, S.de R.L.de.C.V. (TMMBC) (メキシコ)
2006 年 Toyota Motor Manufacturing Texas, Inc. (TMMTX) (アメリカ)
2007 年 Subaru of Indiana Automotive, Inc. (SIA) ※ (アメリカ)
ヨーロッパ
2001 年 Toyota Motor Manufacturing France S.A.S. (TMMF) (フランス)
2002 年 Toyota Motor Manufacturing Poland SP.zo.o. (TMMP) (ポーランド)
2005 年
Toyota Peugeot Citron Automobile Czech,ｓ.r.o. (TPCA) (チェコ)
Toyota Motor Industries Poland SP.zo.o. (TMIP) (ポーランド)
2007 年 Limited Liability Company "TOYOTA MOTOR MANUFATURING RUSSIA" (TMMR) (ロシア)
ア ジ ア
2000 年 四川一汽豊田汽車有限公司 (SFTM) (中国)
2002 年
天津一汽豊田汽車有限公司 (TFTM) (中国)
Toyota Kirloskar Auto Parts Private Ltd. (TKAP) (インド)
2004 年
一汽豊田 (長春) 発動機有限公司 (TFTE) (中国)
豊田一汽 (天津) 模具有限公司 (TFTD) (中国)
P.T.Astra Daihatsu Motor (ADM) ※ (インドネシア)
2005 年
広汽豊田発動機有限公司 (GTE) (中国)
Perodua Manufacturing Sdn. Bhd. (PMSB) ※ (マレーシア)
2006 年 広汽豊田汽車有限公司 (GTMC)
(出所) トヨタ自動車株式会社広報部 『トヨタの概要 2010』､ 2010 年より作成した｡
(注) ※は受託生産である｡
表 5 2000 年以降の海外進出により拡大した年間自動車生産能力
法人名/※受託生産先 生 産 車 種 (ト ヨ タ 車 ) 生産能力 (万台)
TMMTX (アメリカ) タンドラ 20
※SIA (アメリカ) カムリ 10
TMMBC (メキシコ) タコマ 5
TMMF (フランス) ヤリス 27
TCAP (チェコ) アイゴ 10
TMMR (ロシア) カムリ 5
TFTM (中国) ヴォオス､ カローラ､ カローラEX､ クラウン､ レイツ､ RAV 4 42
SFTM (中国) コースター､ プリウス､ ランドクルーザー 200､ ランドクルーザープライド 4





Ⅱ. トヨタの ｢構造改革｣ から競争力強化
1 . ゆめWの主張の変化



















例えば､ 組合の ｢ゆめW要求 (案)｣ にあ
る ｢取り組みの考え方｣ をみると､ 1998 年
では ｢将来の発展に向けた正念場を捉え､ 真
のグローバル企業に向けたトヨタの構造改革



























なく､ トヨタの競争力について 2000 年の労
使協議会の課題として話し合いが進められた
のであった｡
































『会社への提言活動』 をゆめ W の 『新たな
柱』 と位置付け｣14､ ｢グローバルトヨタの基




































































1 . 1999 年までの組合の要求
表 6 は ｢労使の決意｣ を締結した 1996 年
から 2005 年までの 10 年間における､ 組合の
年間一時金の要求と妥結結果である｡ 表 6を
みると､ 2000 年までは月数だけの要求であっ
たが､ 2001 年から ｢月数＋金額｣ というよ
うに一時金の要求方式が変わっていることが
わかる｡ しかし実際の要求方式の変更は､
2000 年に行われ､ 2001 年は変更された要求
方式の考え方をより明確化しているのである｡
組合の要求方式の歴史をみると､ 組合は
1969 年から ｢年間協定・夏冬型､ 月数 (固
定) 要求方式｣ をとり､ さらに 1990 年から
｢小幅なドリフト方式｣ の考え方を取り入れ















は 6.0 か月であったが､ トヨタの回答は 5.9
か月となり､ 12 年ぶりに要求を下回る回答
(｢満額割れの回答｣) となった｡ 1999 年のゆ













1996 年 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年
要求 5.8 か月 6.1 か月 6.1 か月 6.0 か月 5.9 か月
妥結 5.8 か月 6.1 か月 6.1 か月 5.9 か月 5.9 か月
2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年
要求 5.0 か月＋32 万円 5.0 か月＋39 万円 5.0 か月＋55 万円 5.0 か月＋53 万円 5.0 か月＋62 万円
妥結 5.0 か月＋32 万円 5.0 か月＋39 万円 5.0 か月＋55 万円 5.0 か月＋53 万円 5.0 か月＋62 万円
(出所) トヨタ自動車労働組合 『一人ひとりが輝く明日へ』､ 2006 年､ 185 ページから作成した｡
表 7 1990 年代の一時金の考え方
① これまで積み上げてきた実績を大切にし ｢長期安定的向上｣ の考え方を基本とする｡ 今後月数を変
えていく中でも､ 長期安定的向上の基本的考え方の観点から､ 実績 (月数・金額) を重要な意味を
もつ｡
② その上で､ ｢働きぶり・努力ぶりとその成果｣ を反映させ､ ｢ヤル気・元気｣ に結びつく一時金とし
｢トヨタの魅力｣ を高めていく｡
③ 生活の安定化の観点から ｢年間協定方式・月数要求方式｣ を堅持していく｡
(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』､ No. 0101､ 1990 年 5 月 22 日より作成した｡













一時金の要求は､ 5.9 か月であり､ 要求は図




分｣27 であり､ ｢業績反映部分｣ はトヨタの
営業利益 1,000 億円当たり 5 万円で算出した









































2001 年からは ｢月数＋金額｣ 方式となり､
要求は ｢5 か月＋32 万円｣ となった｡ ｢基礎
部分｣ は 5 か月であり､ 32 万円が ｢業績反
映部分｣ と ｢総合加算部分｣ となっている｡
｢業績反映部分｣ はトヨタの営業利益 1,000
億円当たり 5万円で算出し 25 万円とし､ ｢総





























への貢献分｣ であり ｢連結業績 (足元 1年)
を指標として決定｣ する部分と､ ｢連結子会






2004 年までの ｢月数＋金額｣ 方式の要求
は､ ｢業績と関連を明確にしたものとして位
置づける｣36 と述べていたものが､ 2005 年に
おいては ｢業績との関連を明確に位置づけ





























No. 0756､ 2005 年 2 月 1 日から作成による｡
(注) *2 は ｢業績面から見たグローバルでの努力・
頑張りの反映分｣ である｡
*2－①は ｢連結子会社 (国内・海外) への貢
献分｣ であり ｢連結業績 (足元 1年) を指標と
して決定｣ する部分である｡
*2－②は ｢連結子会社以外 (国内・海外) へ
の貢献分｣ であり､ ｢連結子会社以外に対する
業績面から総合的に判断｣ する部分である｡













1 . 2001 年までの組合の要求と 2002 年の変化
1989 年に組合は ｢春闘｣ を ｢ゆめW｣ と
名称を変更したが､ その年の賃金引き上げ要
求に対する ｢考え方｣ は､ 表 8のとおりであ
る｡
組合員の生活の ｢長期安定的向上｣ を基本




そして 2001 年まで組合は､ 基本的にこ
れを賃金引き上げ要求の考え方とし､ トヨタ
に要求してきた｡





























表 10 は ｢労使の決意｣ を締結した 1996 年
から 2005 年までの 10 年間における､ 組合の
賃金引き上げの要求と妥結結果である｡





③ 自動車総連共闘・全トヨタ労連共闘を軸に､ IMF・JC 内の連携を図りながら､ 連合を中心とした
労働界全体との共闘を前進させうるための要求とする｡
(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No. 0020､ 1989 年 2 月 15 日より作成した｡
表 9 2002 年の賃金引き上げに対する組合の考え方









組合は 6,500 円を要求し妥結は 6,500 円であ
るが､ これもベースアップはゼロである｡






しかしながら､ 2003 年においては､ 組合
は ｢成果配分｣ として 6万円を要求し､ トヨ













の質的向上の成果配分』 を 『向上分』 ではな
く､ 暫定的に 『別の形 (6 万円)』 で要求し





































1996 年 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年
要求 12,000 円 13,000 円 13,000 円 9,000 円 9,000 円
妥結 8,700 円 9,400 円 8,900 円 7,600 円 7,500 円
2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年
要求 9,000 円 7,500 円 6,500 円・成果配分 6万円 6,500 円 6,900 円
妥結 7,600 円 6,500 円 6,500 円・特別支給金 6万円 6,500 円 6,900 円
(出所)トヨタ自動車労働組合 『一人ひとりが輝く明日へ』､ 2006 年､ 185 ページから作成した｡
要素｣ として ｢経済環境｣､ ｢｢相対的競争力｣､



















組合は ｢賃金水準の 『向上分』 は､ 『労働の
質的向上』 『経済情勢』 『グローバル競争力』



















また､ 組合は 2005 年のゆめ W も同じ考
え方をとり､ 賃金水準の引き上げ要求をしな
かったのである｡
組合は 2005 年のゆめ W における経過を
踏まえ､ ｢経済環境｣､ ｢トヨタの競争力｣､
｢賃金水準｣､ ｢労働の質的向上｣ を ｢賃上げ
の判断要素｣ として位置付け､ これをもとに
して ｢適正な賃上げ｣ を要求していくことに








｢労働の質的向上｣ は､ ｢中長期的な 『経営基
盤の強化』 に寄与する“働き方”の質的な向







経済成長 (GDP) 経済発展に見合った､ 生活水準の向上の必要性






労働の質的向上 中長期的な ｢経営基盤の強化｣ に寄与する“働き方”の質的な向上の有無｡
企業成長の適正配分 企業の発展に見合った､ 賃金水準向上の必要性｡
賃金制度の重要性 賃金制度維持に相応しい責務を果たしてきたか否か｡





2006 年のゆめ W で組合は 3 年ぶりに
7,900 円 (ベースアップ相当は 1,000 円) の
賃金引き上げの要求をしているが､ 組合は表
12 のような判断をしているのであった｡
Ⅴ. 2003 年のゆめWでの ｢働き方要求｣
1 . ｢働き方の質の向上｣ の提案
2002 年 10 月に開催された組合の第 69 回
定期大会において､ ｢右肩上がりの経済成長
が終焉､ 中国をはじめとするアジア諸国にお




























2 . ｢働き方の質の向上｣ を目指す基本的考
え方
組合は､ ｢働き方の質の向上｣ を目指す基
本的な考え方を､ 表 13 のように述べている｡
この中で指摘したいのは､ 組合がワーク・ラ
イフ・バランスを ｢念頭｣ に､ ｢企業の真の
競争力につながる働き方の質の向上を目指し








｢トヨタの競争力｣ については､ 個別の事象をとらえた優位性の拡大・縮小の議論ではなく､ ｢将来
にわたって競争力を維持できるか｣ の“危機感の共有”が重要である｡ これについては､ ゆめW研
修にて ｢技術開発で業界をリード｣､ ｢高水準なコスト低減を継続｣ といった強みや､ ｢品質やコスト
などで他社の追い上げが激しい｣､ ｢事業急拡大の中で人材をひっ迫し､ 職場力の維持・向上に不安
あり｣ など将来への懸念事項に関する声があげられた｡
・｢賃金水準｣ は､ 相対的には高い位置付けにあるが､ 単に高水準であるだけではなく､ 我々が労働の
質的向上を積み重ね､ 会社の高い成長を支えてきた結果である｡
・更に､ ｢労働の質的向上｣ は､ 本年も ｢賃金制度維持分｣ を確実に上回る高いレベルで存在している｡
・以上の観点を総合的に検討した､ '06 ゆめWの賃上げ要求において ｢向上分｣ を要求する｡
(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No. 0792､ 2006 年 1 月 27 日｡
につながる働き方の質の向上｣ なのである｡
また､ 組合は ｢働き方要求｣ には､ ｢①直
















3 . 組合の ｢働き方｣ 要求
2002 年 10 月の定期大会で決定された方針
を受けて､ 2003 年のゆめWで組合は ｢働き
方｣ を要求した｡ ｢働き方｣ を要求すること


























加え､ 働き方の変革につながる ｢質｣ の面での ｢労働条件の向上｣ が必要との認識のもと､ ｢組合員
とその家族の真の幸せ｣ と ｢会社発展｣ を両立する取り組みを進める｡
◆働き方の質の向上は､ 企業人の視点にとどまらず､ 地域社会・家庭での生活者の視点も踏まえるこ
とが必要不可欠である｡ 従って､ 企業と地域社会・家庭相互に補完し合い発展していくという基本
的な枠組み (ワーク・ライフ・バランス) を念頭に､ 企業の真の競争力につながる働き方の質の向
上を目指していく｡
◆自動車産業に働く組合員の ｢高い士気・更なる創意工夫の意欲・活力｣ につなげ､ ｢夢のあるものづ





◆特に､ 全社レベルの課題を中心に ｢働き方 (含 労働時間)｣ をゆめWの新たな柱と位置づけ､ ｢直
接働き方の質を向上させる改善｣ ｢量を向上させることで間接的に働き方の質を向上させる改善｣ を
会社に求め､ 着実な成果引き出しを目指して取り組んでいく｡




では､ 組合の ｢働き方｣ 要求の内容につい
てみていくことにしたい｡
①について組合は､ 望ましい働き方におい
ては､ 労働時間など ｢時間的な観点｣ とやる
気・やりがいなど ｢精神的観点｣ があり､ こ
の二つの観点を踏まえて ｢負荷｣ を適切に把
握し管理することを要求しているのである｡
























































こうして 2003 年を ｢元年｣ として､ 組合
はより積極的にトヨタの競争力強化に向けた
施策を要求していくのであった｡
ちなみに､ 2004 年と 2007 年のゆめ Wで

































































と､ こうした 1990 年の主張とは大きく変化























とを表している｡ 2005 年の ｢ゆめW要求案｣




















2010 年 2 月､ トヨタはアメリカで大規模







































じめた 2000 年に入ると､ トヨタはリコール
の届け出を急増させているのである｡
2001 年､ トヨタは国土交通省に 4 件のリ
コールを届け出たが､ その時の対象台数は
45,899 台であった｡ 2002 年には届出件数は 8
件となり対象台数は 499,798 台と前年の 10
倍以上となった｡
そして 2003 年には届出件数 5 件､ 対象台
数は 934,255 台とさらに急増する｡ 2005 年
には届出件数 14 件､ 対象台数はなんと












『2007 年度 IMF-JC 加盟各組合労働諸条件
一覧』 (第 1 巻)よると､ 組合員は 61,170 名で
ある｡
2 トヨタ自動車労働組合 『一人ひとりが輝く明
日へ』､ 2006 年､ 17 ページ｡




4 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0546-③､ 1999 年 1 月 27 日｡
5 トヨタでは春闘という言葉を用いず､ ｢ゆめ
W｣ と呼んでいる｡ トヨタ自動車労働組合に
よると､ Wage とWorking time の頭文字W
をとったもので､ 賃金引き上げと労働時間の
短縮をダブル (W) でねらったものとされて
いる｡ ｢ゆめW｣ では､ 賃金や一時金などの
話し合いが行われる｡
6 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0584-④､ 2000 年 1 月 27 日｡
7 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0510-②､ 1998 年 1 月 29 日｡
8 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0546-③､ 1999 年 1 月 27 日｡
9 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0584-④､ 2000 年 1 月 27 日｡
10 同上｡
11 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0589-①､ 2000 年 2 月 17 日｡
12 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0594-②､ 2000 年 3 月 9 日｡
13 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0595-②､ 2000 年 3 月 16 日｡
14 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0616-②､ 2001 年 1 月 29 日｡
15 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0618-②､ 2001 年 2 月 1 日｡
16 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0624-②､ 2001 年 2 月 15 日｡
17 同上｡
18 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0624-②､ 2001 年 2 月 15 日｡
19 同上｡
20 同上｡
21 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0630-②､ 2001 年 3 月 15 日｡
22 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0651-②､ 2002 年 1 月 28 日｡
23 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0687-②､ 2003 年 1 月 31 日｡
24 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0558-②､ 1999 年 3 月 18 日｡
25 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0579､ 1999 年 12 月 3 日｡
26 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0584-④､ 2000 年 1 月 27 日｡
27 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0591-③､ 2000 年 2 月 24 日｡
28 同上｡
29 同上｡
30 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0594-①､ 2000 年 3 月 9 日｡
31 労働協約では､ 分科会を ｢労使協議会の協議
及び交渉事項の細部について協議し交渉する






32 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0584-④､ 2000 年 1 月 27 日｡
33 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0616-②､ 2001 年 1 月 29 日｡
34 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0734-①､ 2004 年 3 月 18 日｡
35 同上｡
36 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0722､ 2004 年 2 月 2 日｡
37 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0756､ 2005 年 2 月 1 日｡
38 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
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0651-②､ 2002 年 1 月 28 日｡
39 同上｡
40 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0658､ 2002 年 2 月 21 日｡
41 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0687-②､ 2003 年 1 月 31 日｡
42 同上｡
43 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.








51 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0699-③､ 2003 年 3 月 13 日｡
52 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0722-③､ 2004 年 1 月 29 日｡
53 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0712､ 2003 年 10 月 17 日｡
54 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0716､ 2003 年 12 月 1 日｡
55 トヨタ自動車労働組合 『第 69 回定期大会議案




59 同上書､ 11 ページ｡
60 同上｡
61 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0683､ 2002 年 12 月 5 日｡
62 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0687-②､ 2003 年 1 月 31 日｡
63 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0694-①､ 2003 年 2 月 27 日｡





働組合 『評議会ニュース』 No. 0694-④､ 2003
年 2 月 27 日)｡
65 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0694-④､ 2003 年 2 月 27 日｡
66 有休休暇の取得と労働密度の強化について､
切山昇氏は､ 次のように指摘している｡
｢『年休カットゼロ運動』 では､ 1 人が年休
で休んで欠員になっても､ そのままの人員で
生産をおこなわせる｡ 翌年からは､ そのチー




289､ 2008 年､ 91 ページ｡
67 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0694-④､ 2003 年 2 月 27 日｡
68 同上｡
69 同上｡
70 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0699-③､ 2003 年 3 月 13 日｡
71 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0699-⑦､ 2003 年 3 月 13 日｡
72 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0722､ 2004 年 2 月 2 日｡
73 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0832､ 2007 年 1 月 30 日｡
74 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0087､ 1990 年 3 月 5 日｡
75 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0687-②､ 2003 年 1 月 31 日
76 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0756､ 2005 年 2 月 1 日.
77 トヨタ自動車株式会社人事部企画課 『労務ニュー
ス』 No. 1230､ 2010 年 2 月 25 日｡
78 トヨタ自動車株式会社人事部企画課 『労務ニュー
ス』 No. 1230､ 2010 年 2 月 25 日｡
79 ここまでの届出件数と対象台数は全トヨタ労
働組合をサポートする市民の会 『別冊れいめ






80 全トヨタ労働組合は､ 2006 年 10 月に ｢リコー
ル問題についての要請書｣ をトヨタに提出し
ている｡ これは 2000 年から 2005 年までの 5
年間におけるトヨタのリコール台数の増加に
ついて原因の究明を求めたものである｡ しか
しながら､ トヨタからの回答はなかった｡
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